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 論文内容の要旨
 本論文は、 極東委員会 (Far Eastern Co㎜ission) の役割を中心的に分析しながら、 対
 日占領政策をめぐる米ソの思惑の違いが東西冷戦の起源に どのよう影響を与えたかを外
 交史の手法により詳細に論 じた労作である。
 第二次世界大戦後の日本占領政策の決定機関として、 米国は当初、 他の連合国が発言権
 を持たないことを狙って極東諮問委員会 の設置を提案 した。 1945 年秋にロ ン ドンで開かれ
 た五力国外相会議ではソ連がその設置に反対 し、 また他の連合国からも不満が示されたこ
 とから米国が譲歩 し、 1945 年 12 月のモスクワ三国外相会議に於いて極東委員会をワシン
 トンに設置することが決定された。 同委員会は当初 11 力国によって構成され、 その中で
 米英ソ中の四力国には拒否権が与えられた。 また同委員会は、 単なる諮問機関ではなく政
 策決定機関とされ、 対日占領にあたっての政策と原則の作成や連合国最高司令官の政策実
 施の見直し等の任務をもっことになった。
 その後、 米ソ冷戦の始まりと共に、 米国政府は極東委員会を通さない形で 「緊急指令」
 を発動するようになり、 事実上日本の単独 占領を行うようになっていった。 特に 1948 年
 以降は、 東西冷戦の激化によって極東委員会の機能はほぼ停止し、 最終的には 1952 年 4
 月 に、 対日講和条約の発効とともに消滅 した。 そのため、 同委員会の歴史上の役割は軽視
 されてきたが、 少なくとも 1948 年以前の時期については、 憲法改正や農地改革な ど初期
 の対日占領政策に一定の影響を及ぼした機関であり、 また極東委員会の場では、 当時の 「国
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 際世論」 を反映するような興味深い議論が展開されていた。 特に、 ソ連の極東委員会に対
 する政策 は従来の研究がほとん ど扱ってこなかったもので、 本論文はその点を重点的に扱
 っている。
 以下、 論文の構成に沿って、 その概要を手短に述べたい。
 まず、 序論において、 著者は上記のような問題設定を行った後に、 冷戦研究の研究史を
 ふり返りなが ら、 冷戦起源論に対 して本論文が持つ意味合いを論 じている。 1990 年代以降、
 旧東側諸国の史料が公開されたことにより新たな段 階に入った冷戦研究に於いても冷戦
 起源論はなおやむ気配がないが、 そこには二つの方向性が見られる、 とする。 即ちギャデ
 ィス (John Lewis Gaddis) らに代表されるイデオロギー対立 (特にソ連の硬直したイデ
 オロギー外交) を強調する立場と、 レフラー (Melvin Leffler) らに代表される東西双方
 が 「安全保障のジレンマ」 に陥ったとする見方の対立である。 本論文では、 ソ連の外交が
 一定の合理性を持っていたことを論証することで、 後者の見方に基本的に与しつつ、 冷戦
 起源論に新たな寄与を為すことが示唆される。
 第1章では、 占領期において、 戦後日本について如何なる政治体制が構築されるべきか
 という問題 について各連合国の考え方が異なっていたことが検討されている。
 占領当初、 米国は自 らが策定した 占領政策の実現および日本の占領行政を米国単独で行う
 ことを主張した。 他方、 ソ連は、 日本占領に於ける米国の主導的役割を認めながらも、 対
 日 占領政策および占領行政に参加する権利 を要求 した。 1945 年9月 のロン ドン外相会議か
 ら4カ月問の交渉を経てノ連とアメリカは最終的に合意に達 し、 極東委員会および対日理
 事会に対する委任事項を作成、 これは英国および中国にも受け入れられるところとなった。
 その結果、 ソ連は極東委員会で拒否権を持つこととなり、 米国は日本占領 において優位な
 立場を維持することとなったのである。
 第2章では、 極東委員会の挙げた成果とその限界が検討されている。 その際に、 同委員
 会が日本占領について米国の政策に追従 したわけではなく、 独自の役割を果た した点が強
 調される。 即ち、 新憲法制定、 非軍事化、 民主化および日本の対外関係という占領政策の
 重要なイ ッシューに関 して、 同委員会が米国政府と異なった見解を有 し、 少なく とも 1946
 年から 1948 年までの間には、 実際の政策決定にも一定の影響力を及ぼしたことが明らか
 にされる。
 こうした米国と極東委員会 (即ち、 他の連合国) の間の意見の相違は、 1948 年に米国が
 日本 占領に対する政策の全面的な見直 しを行ったために、 劇的に拡大することとなった。
 この 「逆コース」 とも称される米国の新たな占領政策は、 従来の極東委員会による政策の
 方向性とは根本的に異なるものであり、 この後に米国の対日政策が極東委員会で支持を得
 ることは困難になったことが描かれている。
 そもそも極東委員会は、 日本占領に関する 「原則、 基準および政策などを作成する」 こ
 とを主要な任務とされていたにもかかわらず、 実際に 占領政策の立案者となることはなか
 った。 むしろ、 極東委員会は、 米国政府が提案 した日本占領に関する政策を、 同委員会で
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 の審議を通 じて値の連合国にとっても受け入れられるものにする役割を果た したことが
 本章で描かれている。 この手続きを経た後に全ての占領政策 は執行されたのであり、 この
 点で極東委員会の果た した機能は評価に値する、 と著者は述べる。 だが、 1949 年から 1950
 年にかけて極東委員会は機能不全に陥った。 なぜなら、 米国政府が 「緊急指令」 の形で、
 極東委員会の承認を得ずに直接、 連合国最高司令官 (SCAP) に政策文書を提出するように
 なったからである。 こう して米国の対日 占領政策の目的が変化 したことが最大の要因とな
 り、 極東委員会の活動 は衰退することとなった、 と本章はまとめられる。
 第3章では、 スターリ ン時代のソ連の対外政策について、 近年公開された外交史料を基
 にリ ヴィ ジョ ンが試みられている。 冷戦史研究の正統主義者やポス ト修正主義者はスター
 リ ン期の対外政策がイ デオロ ギーによって硬 直的 に決 定されていた側面を強調 している
 が、 本論文では、 ソ連外交が、 むしろ時にはシニカルと表現できるほどプラグマティック
 な性格を有していたことが明らかにされる。 特に連合国との関係では以下のような特徴が
 見られる、 と著者は述べる。 即ち、 連合国問におけるソ連の立場の強化に関する問題、 具
 体的には東欧諸国の将来や ドイ ツ・日本占領な どの問題について は、 スターリ ンは決 して
 強硬な姿勢を崩さなかった。 他方で、 トリエステ問題な ど、 より重要性が低い個別のイ ッ
 シューに関 してソ連は柔軟な姿勢を示 した、 というものである。
 極東委員会におけるソ連の立場には両義的なものがあった。 基本的な政策決定は共産党
 政治局によって行われたが、 1946 年から 47 年の間、 極東委員会に提出する政策案は外務
 省第二極東部によっても準備された。 しかし、 1948 年からソ連の対外政策における第二極
 東部の役割が徐々に縮小 していき、 共産党中央委員会国際部の役割が拡大する傾向が見ら
 れた。 その結果、 極東委員会でのソ連の政策 におけるイ デオロ ギーの重要性が増すことに
 なった、 と本論文は述べる。
 1945 年から 46 年にかけては、 ソ連は日本占領に関 して他の連合国と協力する用意があ
 った。 当初、 ソ連 は極東委員会を重要な国際機関と見な,しており、 同委員会を通 じて日本
 に関するソ連の利益を推進することができると考えていた。 そのため、 ソ連は占領機関と
 しての極東委員会の権限を強化 しょうと した。
 しか し、 1948 年には極東委員会に対するソ連の政策が転換された、 と著者は述べる。 こ
 の政策転換には幾つかの理由があったが、 最も重要なものと してシ連が極東委員会を対日
 政策ではなく、 対米政策の一部に位置づけ直したことが挙げられる。 モスクワでは、 米ソ
 関係の専門家である グロムイ コ副外務大臣が極東委員会でのソ連の政策を立案するよう
 になった。 1948 年以降もソ連は極東委員会において積極的に発言したが、 他の連合国から
 ソ連の提案は共産党のプロパガンダに過 ぎないものと見なされるようにな り、 無視される
 こととなった。 1950 年に入るとソ連 は極東委員会に対する期待を失った。 こう して、 本論




 本論文は、 従来の研究がほとん ど扱ってこなかった極東委員会を正面から取り上げ、 日
 本占領への国際的関与の問題に切り込んだ本格的研究である。 特に、 公刊されている極東
 委員会文書 (議事録) に加えて、 ロシア連邦外交史料館 (AVPRF) やロシア共和国社会政
 治史資料館 (RGASPI) の未公刊史料を渉猟 してソ連の立場を解明 している点に第一の意義
 が認められる。 膨大なロシア語史料を渉猟し、 これを丁寧に分析 したことは、 この分野の
 歴史研究への多大な寄与であ る。
 第二に、 本論文では極東委員会における議論をフォローしなが ら、 米国やソ連ばかりで
 なく、 他の連合国の主張やそれに対する他国の反応を丹念に追いかけることにより、 対日
 占領政策に関 して連合国内部にかなりの多様性が存在 し、 いわば当時の 「国際世論」 が鮮
 明に描かれているところに長所がある。 新憲法制定、 非軍事化、 民主化、 日本の対外関係
 というイ ッシュー別に細かな論点にま で目配り しなが ら連合国内部の意見の相違を浮き
 彫りに した点に著者の力 量が存分に示されている。
 第三に、 冷戦史研究に新たな寄与を為す著作であることが特筆される。 極東委員会とい
 う、 冷戦研究ではこれま で等閑視されてきた機関を取り上げたこと自体にも大きな意義が
 あるが、 同時に近年 Cold War International History Project などの場で改めて議論が
 盛んになっているスターリン期ソ連の対外政策について、 異なった角度から光が当てられ
 ている。
 もっとも本論文には、 外交史料を丹念に跡づける作業のあまり、 やや冗漫な記述になっ
 ている部分も散見される。 また、 米国とソ連以外のアクターについては、 その政策形成過
 程に対する分析まで踏み込んでいないために、 極東委員会での論議の背景に不明な部分が
 残っている。
 もっとも、 これらの点は本論文の価値を減ずるものではなく、 また今後活字と して発表
 されるまでに改善されるであろうことが期待できる。 平易 な英語で書かれた本論文が出版
 されれば、 国際的にも高い水準の外交史研究と して評価されることが大いに期待される。
 以上により、 本論文を、 博士 (法学) の学位を授与するに値するものと認める。
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